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規 則 
 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所

に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

 

   令和３年７月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２０号 

 

亀岡市助産施設及び母子生活支援

施設の入所に関する規則の一部を

改正する規則 

 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所

に関する規則（平成２９年亀岡市規則第１９

号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中備考５を削り、備考６を備考５とし、

備考７を備考６とする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、令和３年７月以後

の助産の実施又は母子保護の実施に係る徴収

金について適用し、同年６月以前の助産の実

施又は母子保護の実施に係る徴収金について

は、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第１６４号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和３年７月５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

4 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

5 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

6 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

7 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

8 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

9 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

10 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

11 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

12 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 

13 決定通知書 令和3年度 国民健康保険料 省略 省略 
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２ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第１６５号 

 

 亀岡市営住宅移転助成金交付要綱（令和２年

亀岡市告示第１９３号）の一部を次のように改

正する。 

 

   令和３年７月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第１０条を次のように改める。 

 （交付） 

第１０条 助成金は、前条の規定により交付額

が確定した後に交付する。ただし、対象者か

ら要請があり、市長が特別の理由があると認

めるときは、当該対象事業が完了する前に助

成金の全部又は一部を交付することができる。 

２ 対象者は、助成金の交付を受けようとする

ときは、亀岡市営住宅移転助成金支払請求書

（別記第６号様式。以下「請求書」とい

う。）を市長に提出しなければならない。な

お、前項の規定により対象事業が完了する前

に助成金の交付を受けようとするときは、併

せて理由書（別記第５号様式）を提出するも

のとする。 

３ 市長は、対象事業が完了する前に交付した

助成金（以下「前払金」という。）の額と前

条の規定による交付確定額との間に差額が生

じた場合であって、前払金が交付確定額を下

回るときは、当該差額部分を交付し、前払金

が交付確定額を上回るときは、当該差額部分

を返還させるものとする。 

 第１３条を第１４条とし、第１２条を第１３

条とし、第１１条の見出しを「（取消し及び返

還）」に改め、同条を第１２条とし、第１０条

の次に次の１条を加える。 

 （代理受領） 

第１１条 対象者は、住居の移転を事業者に依

頼した場合であって、対象者に代わり当該事

業者に助成金の交付を受けさせようとすると

きは、前条第２項に定める請求書に代えて、

代理受領委任状（別記第６号様式）及び亀岡

市営住宅移転助成金代理受領請求書（別記第

７号様式）を提出するものとする。 

 別記第５号様式を別記第６号様式とし、別記

第４号様式の次に次の１様式を加える。 

 

【別記様式 省略】 
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 別記第６号様式中 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  」 

を 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                  」 

に改める。 

 別記第６号様式の次に次の２様式を加える。 

 

【別記様式 省略】 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

「掲示済」 

 

  

 亀岡市営住宅移転助成金交付要綱第１０条の規定により助成金を請求します。 

 

     年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

           申請者 移転先住所 

 

               氏   名 

               電 話 番 号 

交付確定通知書の 
年月日及び番号 

       年  月  日付け   第      号 

請 求 額                           円 

 

  

 亀岡市営住宅移転助成金交付要綱第１０条の規定により助成金を請求します。 

 

     年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

           申請者 住   所 

 

               氏   名 

               電 話 番 号 

請 求 額                           円 
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 亀岡市告示第１６６号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

   令和３年７月１４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

令和３年度介護保険料納入通知書 

２ 送達を受けるべき者 

住 所 氏 名 

省略 省略 

省略 省略 

省略 省略 

省略 省略 

省略 省略 

省略 省略 

省略 省略 

 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６７号 

 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項に規定する特定子ど

も・子育て支援施設等として、同法第５８条の２に基づき次のとおり確認をしたので、同法第５８

条の１１の規定により告示する。 

 

   令和３年７月２０日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

特定子ども・子育て支援施設等 

提供者の氏名 

又は名称 
施設等の名称 所在地 

確 認 

年月日 
施設等の種類 

預かり保育事業

については、一

定の基準※を満

たしているか否

かの別 

株式会社ヤマモト 保津川ひよこ保育

園 

亀岡市大井町並河3丁

目11-45 

令和3年 

7月20日 

病児保育事業 － 

※一定の基準とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２８条の 

１８第３項に定めるもの。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６８号 

 

 亀岡市サンガスタジアム・イノベーション・

フィールド実証実験補助金交付要綱を次のよう

に定める。 

 

   令和３年７月２６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市サンガスタジアム・イノ 

ベーション・フィールド実証実験

補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、亀岡市域の交流人口の増

加及び新たなビジネスの創出による地域経済

の活性化を図ることを目的として、サンガス

タジアム・イノベーション・フィールド実証

支援事業におけるサンガスタジアムｂｙＫＹ

ＯＣＥＲＡを活用した実証実験（以下「補助

対象事業」という。）に係る経費の一部を補

助することに関し、必要な事項を定める。 

 （補助対象者） 

第２条 補助の対象となる者は、次の各号のい

ずれにも該当するものとする。 

⑴ 補助対象事業を行う事業者であること。 

⑵ 市区町村税を滞納していないこと。 

⑶ 亀岡市暴力団排除条例（平成２４年亀岡

市条例第２４号）第２条第４号に掲げる暴

力団員等に該当しないこと。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下

「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業を行うために必要な経費のうち、国又は地

方公共団体が支出する他の補助金等の対象と

なるもの並びに消費税、地方消費税及び印紙

税を除く別表第１に掲げるものとする。 

 （補助金額等） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費の合計額

に２分の１を乗じて得た額（当該額に   

１，０００円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てた額）とし、１つの補助対象事

業につき１５０万円を限度とする。 

 （補助対象期間） 

第５条 １つの補助対象事業につき補助を行う

期間は、補助金の交付決定の日からその日が

属する年度の２月末日までとする。ただし、

市長が別の日を指定したときは、その日まで

とする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以

下「申請者」という。）は、別表第２に掲げ

る交付申請書類を、採択通知を受けた日から

３０日以内に市長に提出しなければならない。 

 （管理事業者の指定） 

第７条 複数の事業者が共同で行う補助対象事

業について補助金の交付を申請する場合には、

申請者の中から本市との連絡調整、補助金の

受け取り等を行う管理事業者を指定しなけれ

ばならない。 

 （交付決定） 

第８条 市長は、第６条の規定による申請書の

提出があったときは、その内容を審査の上、

補助金の交付の可否を決定し、その結果を補

助金交付（不交付）決定通知書（別記第４号

様式）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の交付決定に当たっては、必

要に応じて条件を付し、又は申請に係る事項

に修正を加えて承認することができる。 

 （補助対象事業の着手） 

第９条 補助対象事業の着手は、原則として交

付決定のあった日以降でなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると市長が特

に認めた場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の規定により交付決定前に補
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助対象事業に着手しようとする申請者は、第

６条の規定により提出する交付申請書類に事

前着手理由書（別記第１号様式の２）を添付

するものとする。 

３ 交付決定前に補助対象事業に着手した場合

における補助対象経費は、交付申請日以降に

発生したものとする。 

 （事業の変更） 

第１０条 申請者は、補助対象事業の内容を変

更しようとするときは、変更承認兼変更交付

申請書（別記第５号様式）に関係書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったとき

は、その内容を審査の上変更の承認又は不承

認及び補助金の交付額の変更の有無について

決定し、変更承認（不承認）通知書（別記第

６号様式）又は変更交付決定通知書（別記第

７号様式）により申請者に通知するものとす

る。 

 （事業の中止） 

第１１条 申請者は、補助対象事業を中止しよ

うとする場合は、事業中止届（別記第８号様

式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の事業中止届の提出があった

ときは、中止を承認し、中止承認通知書（別

記第９号様式）により申請者に通知するもの

とする。 

 （交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、申請者が次の各号のいずれ

かに該当すると認めたときは、補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。この場合において、既に補助金が交付さ

れているときは、その返還を命ずることがで

きる。 

⑴ 虚偽の申請その他不正の手段により補助

金の交付決定を受けたとき。 

⑵ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑶ 補助金の交付の決定に当たって付された

条件、この要綱に定める手続等に違反した

とき。 

⑷ 補助対象事業を行うに当たり法令、法令

に基づく処分等に違反したとき。 

⑸ 補助対象事業を中止したとき。 

⑹ その他市長が必要と認めるとき。 

 （状況報告） 

第１３条 申請者は、補助金交付決定のあった

日から３月を経過する日までにおける補助対

象事業の遂行状況について、補助金交付決定

のあった日から３月を経過する日から３０日

以内に事業遂行状況報告書（別記第１０号様

式。以下「状況報告書」という。）により市

長に報告しなければならない。ただし、補助

金交付決定のあった日から３月を経過する日

までに補助対象事業を完了又は中止した場合

は、この限りでない。 

２ 市長は、必要と認めるときは、その時点に

おける補助対象事業の遂行状況について、期

日を定めて状況報告書による報告をさせるこ

とができる。 

 （実績報告書） 

第１４条 申請者は、補助対象事業が完了した

日から起算して３０日を経過する日又は交付

決定を受けた日の属する年度の３月１５日の

いずれか早い日までに、別表第２に掲げる実

績報告書類を市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、前項の書類を作成するに当たっ

て、補助金に関する消費税及び地方消費税に

係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる

消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基

づく仕入れに係る消費税額として控除するこ

とができる部分の金額及び当該金額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地

方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に

補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）が明らかな場合には、これを減額した
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金額を記載しなければならない。 

 （補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告

書額の提出があったときは、その内容を審査

の上、補助金の交付決定の内容（第１０条の

規定に基づく承認を受けている場合はその承

認に係る変更の内容）及びこれに付した条件

に適合すると認めるときは、補助金の額を確

定し、補助金交付確定通知書（別記第１２号

様式）により申請者に通知するものとする。 

 （補助金の請求等） 

第１６条 前条の規定による通知を受けた者は、

補助金請求書（別記第１３号様式）を市長に

提出し、補助金の交付を請求しなければなら

ない。ただし、概算払の必要があるときは、

補助金の交付決定後、概算払請求書（別記第

１４号様式）により、概算払の請求をするこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定による請求書の提出が

あったときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

 （補助金の返還） 

第１７条 第１５条の規定による補助金の額の

確定通知を受けた者のうち、前条第１項ただ

し書の規定による請求を行ったものは、既に

交付を受けている補助金の額がその確定額を

経過している場合は、市長が定める期日まで

にその差額を返還しなければならない。 

２ 第１２条及び前項の規定による補助金の返

還の通知は、補助金返還請求書（別記第１５

号様式）により行うものとする。 

 （その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要

な事項については、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 
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別表第１（第３条関係） 

対象経費 ⑴ 人件費 

⑵ 旅費 

⑶ 消耗品費（補助対象事業の実施に必要な物品（取得価格１０万円未満）の

購入に要する経費） 

⑷ 謝金（補助対象事業の実施に必要な協力者等に支払う謝金及び旅費） 

⑸ 委託費、修繕費等（補助対象事業の実施に必要な開発・設計及びデータの

分析等に要する経費） 

⑹ 通信運搬費（補助対象事業の実施に必要な物品の運搬費、データ通信費

等） 

⑺ 設備備品費（補助対象事業の実施に必要な設備備品（取得価格１０万円以

上）のレンタルに要する経費） 

⑻ 広告費（補助対象事業の実施に必要な広告宣伝費、ＷＥＢページ製作費

等） 

 

別表第２（第６条、第１５条関係） 

提出書類 交付申請

書類 

⑴ 交付申請書（別記第１号様式） 

⑵ 事業計画書（別記第２号様式） 

⑶ 決算書（直近２期分） 

⑷ 法人登記簿謄本（３箇月以内に取得したもの） 

⑸ 市区町村税の納税証明書（直近１期分） 

⑹ 暴力団排除に関する誓約書（別記第３号様式）及び役員等に関

する事項（別記第３号様式の２） 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

実績報告

書類 

⑴ 事業実績報告書（別記第１１号様式） 

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

【別記様式 省略】 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第１６９号 

 

 亀岡市パートナーシップの宣誓の取扱いに関

する要綱（令和３年亀岡市告示第２０号）の一

部を次のように改正する。 

 

   令和３年７月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第１項中「ＬＧＢＴＱ＋」を「「ＬＧ

ＢＴＱ＋」」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ この要綱において「宣誓」とは、パート 

ナーシップ関係にある者同士が、市長に対し、

その旨を誓うことをいう。 

４ この要綱において「申告」とは、本市の区

域内への転入前に、パートナーシップ宣誓制

度に係る都市間連携に関する協定を本市と締

結した他の地方公共団体（以下「連携協定締

結都市」という。）において、第５条第１項

に規定する受領証等に類する書類（以下「受

領証等類似書類」という。）の交付を受けた

二者が、当該事実及びパートナーシップ関係

にあることを市長に対して申し出ることをい

う。 

 第３条の見出しを「宣誓又は申告」に改め、

同条中「パートナーシップ関係にある旨の宣誓

（以下「パートナーシップの宣誓」とい

う。）」を「宣誓又は申告」に改め、同条第２

号中「次のいずれか」の次に「（申告に当たっ

てはア）」を加え、同条第３号中「含む。」の

次に「以下同じ。」を加え、同条第４号に次の

ただし書を加える。 

 ただし、申告に当たっては、この限りでな

い。 

 第４条の見出し、同条第１項各号列記以外の

部分及び同項第１号中「パートナーシップの」

を削り、同項第２号中「現に婚姻をしていない

こと」を「独身証明書その他現に婚姻をしてい

ないこと」に改め、同号から同項第４号までの

規定、同条第２項及び第３項中「パートナー 

シップの」を削り、同条の次に次の１条を加え

る。 

 （申告の方法） 

第４条の２ 申告をしようとする者は、来庁又

は郵送により、各々所定の事項を自書した 

パートナーシップ宣誓継続申告書（別記第１

号の２様式。以下「申告書」という。）に次

の各号に掲げる書類を添えて市長に提出する

ものとする。 

⑴ 転入前に交付を受けた受領証等類似書類

の写し 

⑵ 住民票の写し、住民票記載事項証明書又

は戸籍の附票の写し（継続申告書の提出日

前３月以内に発行されたものに限る。） 

２ 市長は、申告をしようとする者の一方又は

双方が申告書に自署することができないと認

めるときは、申告をしようとする者以外の者

に代筆させることができる。 

３ 市長は、第１項の規定により申告書を提出

した者が本人であることを確認するため、次

の各号に掲げる書類のいずれかの提示又はそ

の写しの提出を求めるものとする。 

⑴ 個人番号カード 

⑵ 旅券 

⑶ 運転免許証 

⑷ 前各号のほか、官公署が発行した免許証、

許可証又は登録証明書であって、本人の顔

写真が貼付されたもの等市長が相当と認め

る書類 

 第５条の見出し中「パートナーシップの」を

削り、「宣誓」の次に「及び申告」を加え、同

条第１項中「第４条第１項」の次に「又は第４

条の２第１項」を加え、「パートナーシップの

宣誓を行った者（以下「宣誓者」という。）」

を「宣誓又は申告を行った者（以下「宣誓者
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等」という。）」に、「宣誓書の写しを宣誓者

に交付することにより行う」を「宣誓書又は申

告書（以下「宣誓書等」という。）の写しを宣

誓者等に交付することによりこれを証明する」

に、「ただし、宣誓者が」を「ただし、宣誓を

行った者が」に改め、同条第２項中「宣誓者」

を「者」に改め、同条第３項中「市長は、宣

誓」の次に「又は申告」を加え、「宣誓者」を

「宣誓者等」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 市長は、第１項の規定により申告をした者

に受領証等を交付したときは、当該受領証等

を交付した事実及び申告に係る事項を、申告

をした者の転入前の住所が属する連携協定締

結都市に通知する。 

 第６条中「宣誓書」を「宣誓書等」に改め、

同条第１項中「パートナーシップの宣誓をしよ

うとする者」を「宣誓又は申告をしようとする

者」に改める。 

 第７条第５項中「宣誓者」を「宣誓者等」に

改める。 

 第９条第１項第１号及び第２号中「宣誓者」

を「宣誓者等」に改め、同条同項第３号を次の

ように改める。 

⑶ 宣誓者等の少なくとも一方が、配偶者を

有するに至り、又は連携協定締結都市では

ない他の地方公共団体が実施しているパー

トナーシップ関係の証明を受けたとき。 

 第９条第１項第４号中「パートナーシップ

の」を削り、「宣誓者」を「宣誓者等」に改め

る。 

 第１０条中「宣誓者」を「宣誓者等」に改め

る。 

 第１１条（見出しを含む。）中「宣誓書」を

「宣誓書等」に改める。 

 第１３条中「パートナーシップの」を削り、

「宣誓」の次に「及び申告」を加える。 

 別記第１号様式の次に次の１様式を加える。 
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【別記様式 省略】 

 

 別記第３号様式中「第５条第２項」を「第５条第１項」に改める。 

 別記第６号様式中 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                         」 

を「返還の理由」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、令和３年８月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

  返還の理由（いずれかに〇を記入してください。） 

 

⑴ 宣誓者の意思によるパートナーシップの関係の解消 

   ・解消日：    年    月    日 

 

⑵ 双方が亀岡市外へ転出 

   ・転出日：    年    月    日 

   ・転出者：                

 

⑶ 要綱第３条各号に掲げる要件に該当しなくなった 

 

⑷ その他（具体的な理由：                          ） 
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公 告 
 

 亀岡市公告第５８号 

 

亀岡市職員採用試験公告 

 

 亀岡市職員採用試験を次のとおり実施する。 

 

   令和３年７月１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 試験区分、採用予定人数及び受験資格 

試験区分 採用予定人数 受験資格 

チャレンジ方式 

事務Ⅰ 

（上級） 

１０名程度 

昭和６１年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法

による大学を卒業した人又は令和４年３月３１日まで

に卒業する見込みの人 

一般方式 

事務Ⅰ 

（上級） 

平成７年４月２日から平成１２年４月１日までに生ま

れた人 

事務Ⅲ 

（初級） 

平成１２年４月２日から平成１６年４月１日までに生

まれた人 

ま
ち
づ
く
り
技
師 

チャレンジ方式 

総合土木Ⅰ 

（土木・農業土木 

・造園） 

（上級） 

５名程度 

昭和６１年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法

による短期大学又は高等専門学校（同程度と認めるも

のを含む。）以上の学校において土木工学、造園・緑

地、環境工学のいずれかに関する課程を修得し卒業し

た人又は令和４年３月３１日までに修得し卒業する見

込みの人 

一般方式 

総合土木Ⅰ 

（土木・農業土木 

・造園） 

（上級） 

平成７年４月２日から平成１４年４月１日までに生ま

れた人で、学校教育法による短期大学又は高等専門学

校（同程度と認めるものを含む。）以上の学校におい

て土木工学、造園・緑地、環境工学のいずれかに関す

る課程を修めた人又は令和４年３月３１日までに修め

る見込みの人 

総合土木Ⅲ 

（土木・農業土木 

・造園） 

（初級） 

平成１２年４月２日から平成１６年４月１日までに生

まれた人で、学校教育法による高等学校（同程度と認

めるものを含む。）において土木、造園系の課程を修

めた人又は令和４年３月３１日までに修める見込みの

人 
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保育士・幼稚園教諭 若干名 

昭和６１年４月２日から平成１４年４月１日までに生

まれた人で、保育士資格及び幼稚園教諭資格を有する

人（令和４年３月３１日までに取得見込みを含む。） 

保 健 師 若干名 

昭和６１年４月２日以降に生まれた人で、保健師資格

を有する人（令和３年度中に実施される国家試験にお

いて取得見込みを含む。） 

※独立行政法人大学評価・学位授与機構から学士の学位を授与された人又は令和４年３月３１日

までに授与される見込みの人も大学卒に含む。 

※地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条の規定による欠格条項に該当する人は受

験することができない。 

⑴ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるま

での者 

⑵ 亀岡市において懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

⑶ 人事委員会又は公平委員会の委員の職にあって、同法第６０条から第６３条までに規定す

る罪を犯し、刑に処せられた者 

⑷ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊す

ることを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 

２ １次試験の日時等 

 ⑴ 日  時 

  ア チャレンジ方式（事務Ⅰ、総合土木Ⅰ） 

 令和３年９月１９日（日）午前１０時５０分から 

  イ 全ての区分（チャレンジ方式を除く。） 

 令和３年９月１９日（日）午前１０時００分から 

 ⑵ 場  所  京都先端科学大学 京都亀岡キャンパス 悠心館 

 ⑶ 試験方法 

  ア チャレンジ方式（事務Ⅰ・総合土木Ⅰ） 

試験区分 試験時間 内 容 

事務Ⅰ 
総合土木Ⅰ 

11:10～12:00 
（50分） 

論文試験 規定課題に基づく文章作成 

12:30～ 集団面接試験 
主に人物能力や意欲等についての集団
面接 

 

  イ 全ての区分（チャレンジ方式を除く。） 

試験区分 試験時間 科 目 出題分野（予定） 

事務Ⅰ・Ⅲ 
総合土木Ⅰ・Ⅲ 

10:20～12:20 
（120分） 

教養試験 

時事、社会・人文及び自然に関する一
般知識並びに文章理解、判断・数的推
理及び資料解釈に関する能力を問う問
題 
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保育士・幼稚園教諭 
10:20～11:50 
（90分） 

専門試験 

社会福祉・子ども家庭福祉（社会的養
護を含む。）、保育の心理学、教育
学・教育法規、保育原理・保育内容及
び子どもの保健 

保健師 
10:20～11:10 
（50分） 

事務能力基礎 
試験 

国語（日本語）能力、数的処理能力 

 

３ ２次試験及び３次試験 

試験区分 内  容 日時及び場所 

全ての区分 

２次試験 

個別面接試験 
主に人物能力や意欲等
についての個別面接 １０月中旬を予定して

いるが、具体的には１
次試験合格者に対して
のみ通知する。 

実技試験 
（保育士・幼稚園教諭区分のみ） 

実践上必要な知識、技
能、資質を確認する実
技試験 

３次試験 個別面接試験 
主に人物能力や意欲等
についての個別面接 

１１月下旬を予定して
いるが、具体的には２
次試験合格者に対して
のみ通知する。 

 

４ 合格発表及び採用 

試験区分 合格発表 

全ての区分 

１次試験 １０月上旬 

２次試験 １０月下旬 

３次試験 １２月上旬 

⑴ １次、２次及び３次試験の合格発表については、当市のホームページで受験番号を掲示する

ほか、合格者にのみ文書通知を行う。また、３次試験の合格発表については、合格者の受験番

号を掲載した公告文を亀岡市役所の掲示場に掲示する。 

⑵ 最終合格者は、試験区分ごとの職員採用候補者名簿に登載し、令和４年４月１日以降必要に

応じて採用される。 

⑶ 職員採用候補者名簿の有効期間は、令和５年３月３１日までとする。 

 

５ 初任給 

（参考：令和３年４月１日現在。ただし、地域手当を含む。） 

大学卒 短大卒 高校卒 

１９３，１３２円 １７２，８８６円 １５９，６３６円 

⑴ 職歴や学歴等により給料月額が増減する場合がある。また、扶養手当、通勤手当、期末・勤

勉手当（いわゆるボーナス）等の諸手当が要件に応じて支給される。 

⑵ 初任給については、採用前の給与改定等により変更になる場合がある。 
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６ 受験申込の手続 

申込方法 
亀岡市職員採用試験のインターネットの専用ページから申し込むこととする。 
※インターネットによる申込みができない場合は、７月１６日（金）午後５時
１５分までに人事課まで問い合わせることとする。 

申込受付期間 令和３年７月１日（木）～７月２６日（月） 

※受付後は、申込みをした試験区分の変更はできない。 

※心身に障がいがあり、受験に際して配慮が必要な場合は、あらかじめ連絡することとする。 

 

７ その他 

 新型コロナウイルス感染症の影響や自然災害等が発生した場合、試験を中止又は延期すること

がある。 

 なお、中止又は延期の場合は市ホームページにて掲載する。 

 

８ 採用試験についての問い合わせ 

 受験手続、その他の不明な点は亀岡市市長公室人事課に問い合わせることとする。 

 〒６２１－８５０１ 京都府亀岡市安町野々神８番地 

 電 話（０７７１）２２－３１３１（市役所代表）…（内線２９５４） 

 電 話（０７７１）５５－９４５１（人事課直通） 

 ＦＡＸ（０７７１）２４－５５０１ 

ＵＲＬ：https://www.city.kameoka.kyoto.jp/ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第５９号 

 

 ｅスポーツの世界大会誘致に向けた実証実験

業務について、公募型プロポーザル方式により

事業者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

   令和３年７月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

 ｅスポーツの世界大会誘致に向けた実証

実験業務 

⑵ 業務内容 

 市内周遊や市内宿泊施設への誘客及びサ

ンガスタジアムbyＫＹＯＣＥＲＡの新たな

活用方法の確立を目的とし、ｅスポーツの

世界大会誘致に向けた実証実験の実施、業

務管理やイベントの企画・運営、効果検証

等について包括的に行う。 

⑶ 業務期間 

 契約締結日から令和４年１月３１日まで 

⑷ 見積限度額 

 ２０，０００，０００円 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ その他 

 詳細は、ｅスポーツの世界大会誘致に向け

た実証実験業務公募型プロポーザル実施要領

による。 

 

「掲示済」 

 亀岡市公告第６０号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   令和３年７月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和３年７月１３日以後、常時備え置く

こととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第６１号 

 

 ナイトコンテンツ開発・既存イベントの磨き

上げを通じた域内連携促進に向けた実証実験業

務について、公募型プロポーザル方式により事

業者の選定を行うので、次のとおり公告する。 

 

   令和３年７月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 業務概要 

⑴ 業務名 

 ナイトコンテンツ開発・既存イベントの

磨き上げを通じた域内連携促進に向けた実
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証実験業務 

⑵ 業務内容 

 亀岡市の観光需要の喚起及び観光消費額

の拡大を目的とした、夜間における観光コ

ンテンツの開発やイベント等を実施するこ

ととし、制度設計やイベント運営、広報Ｐ

Ｒ及び効果検証等について包括的な業務を

行うものである。 

⑶ 業務期間 

 契約締結日から令和４年１月３１日まで 

⑷ 見積限度額 

 ２０，０００，０００円 

 （消費税及び地方消費税を含む。） 

 

２ その他 

 詳細は、ナイトコンテンツ開発・既存イベ

ントの磨き上げを通じた域内連携促進に向け

た実証実験業務公募型プロポーザル実施要領

による。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第６２号 

 

 南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業の事業計画（変更）を土地区画整理法（昭和２９

年法律第１１９号）第３９条第２項において準用する同法第２０条第１項の規定により公衆の縦覧

に供するので、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第３条の規定により、次のとお

り公告する。 

 なお、当該事業計画（都市計画において定められた事項を除く。）に意見のある利害関係者は、

令和３年８月１６日までに亀岡市長に意見書を提出することができる。 

 

   令和３年７月１９日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業の名称   南丹都市計画事業大井町南部土地区画整理事業 

 

２ 施行者の名称  亀岡市大井町南部土地区画整理組合 

 

３ 施行地区の区域 

区   域 付記 区   域 付記 

大井町  並河堂又 全部 大井町  並河三丁目 一部 

 〃   並河前脇 一部  〃   南金岐重見 一部 

 〃   並河熊田 一部  〃   南金岐好実根 一部 

 〃   並河亀ケ渕 一部  〃   南金岐丁田 一部 

 〃   並河深町 一部 薭田野町 太田古実根 一部 

 〃   並河観並 一部  〃   太田草田 一部 

 〃   並河二丁目 一部   

 

４ 縦覧期間    令和３年７月２０日から令和３年８月２日まで 

 

５ 縦覧時間    午前８時３０分から午後５時１５分まで 

 

６ 縦覧場所    亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市整備課 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第６３号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和３年７月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  3道舗改第2号 

⑵ 工 事 名  市道湯ノ花温泉線道路舗装改良工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市薭田野町佐伯地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長  Ｌ＝690ｍ 

          工事幅員  Ｗ＝2.85ｍ～3.45ｍ（全幅 Ｗ＝6.00ｍ） 

           ・切削オーバーレイ工 切削オーバーレイ   Ａ＝2,190㎡ 

                      殻運搬        Ｖ＝109㎥ 

                      殻処分        Ｖ＝109㎥ 

           ・区画線工      溶融式区画線     1式 

           ・構造物取壊し工   舗装版切断      Ｌ＝13ｍ 

           ・仮設工       交通誘導員      1式 

⑹ 予定価格（税込）  13,800,600円 

          【入札書比較価格（税抜） 12,546,000円】 

⑺ 工    期  契約日の翌日から100日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  有（当該工事契約金額の40％以内 保証事業会社の保証が必要） 

⑽ 最低制限価格  採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金   落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者

が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 
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２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和3年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和2年4月1日以降に発注された舗装工事の競争入札

により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害

復旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札し

たものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入

札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式 1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めません。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

令和3年7月28日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和3年7月28日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

令和3年8月4日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和3年8月5日（木） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和3年8月6日（金） 

午後5時までに電子入札システムに

より通知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

令和3年8月3日（火） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和3年8月10日（火） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 
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質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和3年8月12日（木） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 令和3年8月17日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和3年8月18日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

開札日時 令和3年8月19日（木） 

午前10時 

電子入札システムによる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 

 

５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷ その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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 亀岡市公告第６４号 

 

 一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

 なお、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

   令和３年７月２８日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事の概要等 

⑴ 工 事 番 号  排修第1号 

⑵ 工 事 名  清水排水路維持修繕工事 

⑶ 工 事 場 所  亀岡市余部町清水地内 

⑷ 工 事 種 別  舗装工事 

⑸ 工 事 概 要  工事延長  Ｌ＝52.1ｍ 

           ・作業土工      一式 

           ・舗装工       Ａ＝98.90㎡ 

           ・交通管理工     一式 

⑹ 予定価格（税込）  559,900円 

          【入札書比較価格（税抜） 509,000円】 

⑺ 工    期  契約日の翌日から80日間 

⑻ 部 分 払  無 

⑼ 前 金 払  無 

⑽ 最低制限価格  不採用 

⑾ 入札 保証 金  免除 

⑿ 契約 保証 金  免除 

⒀ 支給材料及び貸与品  無 

⒁ 契約書の要否  要 

 

２ 入札参加資格要件 

⑴ 令和3年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「舗装工事」に登録された者のうち、

希望順位2位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入札参加は単体とし、

共同企業体は認めない。 

⑵ 特記仕様書及び建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶ 手持ち工事が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和2年4月1日以降に発注された舗装工事の競争入札

により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるものをいう。ただし、災害

復旧工事、随意契約、ＪＶ案件、単価契約案件によるものや亀岡市長以外と契約予定で落札し
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たものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の舗装工事の競争入

札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失う。） 

⑷ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑸ 入札参加申請時において、国又は地方公共団体の指名停止期間中でないこと。 

 

３ 入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式 1） 

※ 本案件では、「配置予定技術者調書」「資格・免許等を証する書面等の写し」の提出は求

めません。 

 

４ 入札手続等 

手 続 等 期間・期日・期限 等 手続の方法等 

入札参加資格確認申請書等

の配布期間 

令和3年7月28日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

設計図書等の閲覧期間 令和3年7月28日（水） 

午後1時から 

共通事項2のとおり 

入札参加資格確認申請書等

の受付 

令和3年8月4日（水） 

午前9時から午後5時まで 

令和3年8月5日（木） 

午前9時から午後4時まで 

共通事項3のとおり 

入札参加確認通知の送付 令和3年8月6日（金） 

午後5時までに電子入札システムに

より通知 

 

質疑の受付 申請書等に関する質問 

令和3年8月3日（火） 

午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和3年8月10日（火） 

午後3時まで 

共通事項5のとおり 

質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和3年8月12日（木） 

午後5時まで 

共通事項5のとおり 

入札期間 令和3年8月17日（火） 

午前9時から午後5時まで 

令和3年8月18日（水） 

午前9時から午後3時まで 

共通事項6のとおり 

開札日時 令和3年8月19日（木） 

午前11時 

電子入札システムによる 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

   入札システム停止時間帯は受付できない。 
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５ 入札参加資格の確認 

 入札参加申請を受付けた後、入札参加資格

の確認について別途通知する。 

 なお、この入札参加資格の確認は、一般競

争入札参加資格確認申請書により、基本事項

について確認を行い、入札参加資格の有無を

審査したものであり、詳細な審査は、開札後

行うものである。 

 

６ 落札者の決定方法 

 予定価格の制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札した者を落札者とする。ただし、

最低制限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７ その他 

⑴ 落札者の決定後、当該入札に付する工事

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく 

なった場合には、当該工事契約を締結しな

いことがある。 

⑵ 入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当工事の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶ 2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる 

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷ その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

    亀岡市 総務部 契約検査課 

    （電話 0771-25-5041） 

 

「掲示済」 



 
亀 岡 市 公 報 

 28 

第９１９号令和３年８月１６日発行 

 

任免及び辞令 
 

             前 河 秀 秋 

亀岡市防災会議委員の委嘱を解きます 

             西 谷 俊 博 

亀岡市防災会議委員に委嘱します 

任期は令和４年５月３１日までとします 

             前 河 秀 秋 

亀岡市国民保護協議会委員の委嘱を解きます 

             西 谷 俊 博 

亀岡市国民保護協議会委員に委嘱します 

任期は令和４年９月３０日までとします 

             陀 安 一 郎 

亀岡市教育委員会委員に任命します 

   令和３年７月１日 

 

             山 本 英 幸 

             川 本 惠 三 

             櫻 井 邦 男 

             荒 木 昌 幸 

             佐 藤   滋 

             山 内   勇 

             藤 原 庸 右 

             串 﨑 哲 史 

（各 通）        岸   親 夫 

             上 田 照 勝 

             松 本 輝 夫 

             市 岡 悦 子 

             俣 野 健 二 

             曽 川 高 円 

             橋 田 洋 介 

             松 田 弘 貴 

             土 井   勉 

亀岡市地域公共交通会議委員に委嘱します 

任期は令和５年７月２０日までとします 

   令和３年７月２１日 

上下水道部欄 
 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第１６号 

 

亀岡市指定給水装置工事 

事業者指定の告示 

 

   令和３年７月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市指定給水装置工事事業者

として指定したので、亀岡市指定給水装置工事

事業者規程第１０条第１号の規定により告示す

る。 

 

記 

 

１ 指定した業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

311 木田工業 木田 徹也 
城陽市寺田大谷

114-57 

 

２ 指定日 

  令和３年７月２１日 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第１７号 

 

亀岡市下水道排水設備指定工事

業者指定の告示 

 

   令和３年７月２１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者を亀岡市下水道排水設備指定工事

業者として指定したので、亀岡市下水道排水設

備指定工事業者規程第１５条第１号の規定によ

り告示する。 

 

記 

 

１ 指定日 

   令和３年７月２１日 

２ 指定業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

306 木田工業 
代表者 

木田 徹也 

城陽市寺田大谷

114-57 

 

「掲示済」 
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